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出資法人「経営改善及び連携・活用に関する方針」の実施経緯について 

本市では、平成 14 年度の第１次行財政改革プランの策定以降、出資法人が担

ってきた役割や事業について検証し、出資法人の統廃合、市の財政的・人的関与

の見直し等、効率化・経営健全化に向けた取組を実施してきました。 

平成 16 年度には、「出資法人の経営改善指針」を策定し、本市が取り組む課

題と出資法人自らが取り組む課題を明らかにしながら、出資法人の抜本的な見

直しや自立的な経営に向けた取組を推進してきました。 

今後も引き続き、効率化・経営健全化に向けた取組を進めていく必要がある一

方で、厳しい財政状況の中で地域課題を解決していくに当たり、多様な主体との

連携の重要性が増しているほか、国における「第三セクター等の経営健全化の推

進等について」（平成 26 年 8 月 5 日付け総務省通知）等においても、「効率化・

経営健全化」と「活用」の両立が求められるなど、出資法人を取り巻く環境が変

化してきています。 

こうしたことから、本市がこれまで取り組んできた出資法人の「効率化・経営

健全化」とあわせて、本市の行政目的に沿った「連携・活用」を図っていくとい

う視点で、出資法人への適切な関わり方について、外部有識者から構成される

「行財政改革推進委員会出資法人改革検討部会」からの提言等を踏まえ、前記指

針について「出資法人の経営改善及び連携・活用に関する指針」に改めるととも

に、昨年度、各法人の「経営改善及び連携・活用に関する方針」を策定し、毎年

度、同方針に基づく各法人の取組の点検評価を実施していくこととしたところ

です。 
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